
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

調達件名

目的

業務種別

仕様等

履行期間 2019年9月10日 ～ 2020年11月14日

選定方法

業務量（人月）想定

2019年7月16日 12時00分

質問受付期限 2019年7月24日 12時00分

プロポーザル提出期限 2019年8月2日 12時00分

評価結果通知予定日 2019年9月2日

契約担当部署

その他

https://www.jica.go.jp/announce/notice/distribution.html

調達部契約第一課

その他詳細は企画競争説明書による

企画競争説明書配布依頼受付
期限及び方法

【コンサルタント等契約】公告・公示日において有効である全省庁統
一資格を有すること。または、当機構の審査により同等の資格を有す
ると認められたもの。

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であるこ
と。

その他、細則参加資格および企画競争説明書に記載の参加要件
に該当すること

発注される業務について利益相反が無いこと

  ２０人月

競争参加資格

公示

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」とい
う。）に基づき下記のとおり公示します。

2019年7月10日

19a00244

東南アジア地域地方創生とODAとの連携の可能性に係る情報収集・確
認調査（QCBS）

2018年12月の臨時国会において、在留資格「特定技能」の新設を柱と
する入管法の一部改正にかかる法律が可決・成立した。これにより、
人手不足が深刻な産業分野（14業種）で、2019年4月1日から「特定技
能」資格での外国人材受け入れが可能となり、外国人材の受け入れの
進展が想定される。
一方、継続的に質の高い外国人材を確保するには、解決すべき課題が
存在する。日本国内の技能実習環境（受入環境・労働条件等）の課題
とこれによる日本に対するイメージの低下懸念、技能実習生等の帰国
後の課題（日本で習得した技能が途上国開発に生かされないなど）
などである。
上記を踏まえ、『「技能実習生等を送り出す途上国」と「技能実習生
等を受け入れる日本の地域」の信頼関係構築・強化の推進を通じた双
方の持続的発展ビジョン・アプローチ』の提案に必要な情報を収集・
整理するため本調査を実施する。

コンサルタント等契約-業務実施契約－基礎情報収集確認調査

企画競争説明書による

企画競争

https://www.jica.go.jp/announce/notice/distribution.html#


独立行政法人国際協力機構契
約事務取扱細則参加資格

情報の公表について

以上

本競争への参加を以て、選定結果情報、契約情報（法人、個人、団体
名（共同企業体を結成する場合は共同企業体の構成員も同様）を含
む）の公表に同意したものとみなします。
機構の契約に関する情報の公表の基本方針は下記ウェブサイトの通り
です。
「公共調達の適正化に係る契約情報の公表について」
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/co
rporate.html

以下のいずれにも該当しないこと
(1)当該契約を締結する能力を有しない者
(2)破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者
(3)独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程
（平成24年規程(総)第25号）第2条第1項の各号に掲げる者
(4)独立行政法人国際協力機構契約競争参加資格停止措置規程（平成
20年規程(調)第42号）に基づく契約競争参加資格停止措置を受けてい
る者


